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「ふるさとの会」側面支援対策 

■ ふるさとの会の運営について 

    
１．ふるさと村基本構成の考え方に賛同し、同調の考え方を持って運営に当たりたい方を県内規模で発掘して行く。 

     ・活動地域に本部を構築し、運営コンサル、情報交換等の発信基地としての役割を実施する。 

２．ふるさとの会基本構成の考え方に賛同、参加、協力等してくれる方を会員制度とする。 

     ・ふるさとの会として、会則を定め実施する。（会則については、別紙参照） 
     ・会として、個人会員⇒入会金：１，５００円 年会費４，０００円とする。（ふるさとの会の運営費とする） 
            法人会員⇒入会金：１，５００円 年会費１０，０００円とする。（ふるさとの会の運営費とする） 
                    （会社･団体・個人商店等） 
３．会員を全国から募集する。 

     ・ホームページ作成によるインターネット募集 

     ・チラシ作成による、チラシ募集 

     ・口コミ・紹介等の募集 

     ・地域等の説明会にて募集 

     ・企画イベントによる募集 

     ・その他等の募集 

４．ふるさと村基本構成の考え方に賛同、参加、協力等してくれるスポンサーを募集する。 

    ●【スポンサー協力：募集中♪】 
    ┌┼───────────────────────────────── 

    ┼┘ ★バナー広告掲載 【１口：年間５６，７００円（消費税込）】 
    │    ☆スクエアバナーサイズ Ｗ１２５×Ｈ１２５ 

    └──────────────────────────────────  
５．ふるさと村基本構成の考え方に賛同、協力等してくれる他の行政・団体・農家・漁家との提携取組を実施する。 

     ・空き地を有効活用したい方の支援 

     ・環境に配慮した農家・漁家への支援 

     ・荒廃農地の有効活用の支援 

     ・高齢化する農作業への支援 

     ・高齢化する農・魚村との交流支援 
     ・過疎化対策への支援 

     ・農業への希望対策支援 

     ・未使用物件への対策支援 

     ・その他等への対策支援 

 

６．ふるさとの会に対する会員登録特典を実施する。 

 
① ふるさと村基本構成の考え方に基づいた「農のある暮らし」に参加できます。 
② 産直市場の会報及び新鮮野菜を使用したレシピのメールマガジンを定期的に発行します。  
③ 提携農家による四季折々の有機・減農薬・無農薬農産物を産地直送、会員特別価格にて優先購入できます。  
   （年1回（個人会員）・年２回（法人会員）：旬の野菜セットを無料で配布させていただきます。） 
④ ふるさと村との提携契約による温泉地・宿泊施設・厚生施設が、特別割引料金にてご利用出来ます。  
⑤ 提携農・魚業によるこだわり農産物・無添加加工食品及び水産物・水産加工品を会員特別価格にて購入できます。  
⑥ ふるさと村の企画運営される旅行・観光・イベント・ふるさと村建設・その他等の行事に参加できます。 
⑦ 農家さんとの提携によって農地が会員特別価格にレンタルできます。 
    （ご自分で農地を耕して、田・畑を作って見てはいかがでしょうか）  
⑧ 産直市場との提携されている生産工場及び農地圃場を見学することが出来ます。 
    （食の安全・安心 をご自分の目で確認でき、家庭までの流通経路が見えてきます） 
⑨ ふるさと村が実施する学び舎農学校での農業栽培技術指導の一貫性の勉強・育成指導が受けられます。 
   （カリキュラムによる専属指導者の下で実施） 
⑩ ご自分の体験・資格・熟練・過去の経験等をご活用して、ふるさと村内の活動場所を探すことが出来ます。 
⑪ 産直市場ショップモールの商品がすべて３％割引価格でご購入いただけます。 
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第一章 総則 
 
第１条［名称］ 本会は特定非営利活動団体：ふるさとの会と称する。 
 
第２条［所在地］ 本会は事務所を宮城県仙台市に置く。 
 
第３条［目的］ 本会は、ふるさとの会基本構成での、青少年に対して、農業や自然環境を通じて、人と交わり、 

          環境と共生することにより、健全育成を行なうと同時に高齢者に対して、青少年との世代交流を 

          深める事に関する事業を行なうことにより、環境保全と循環型社会の構築を通じて地域の活性化 

          と新しい生活文化を創造することに寄与することを目的としています。 

 
第４条［活動］ 本会は前条の目的を達成するために次の活動を行なう。 
    （１）前条の目的の為人間環境や自然環境に関心をもち、継続して学習をする。 
    （２）前条の目的に合った生活のあり方、農のある暮らしの提案及び地域社会とその参加交流。 
    （３）前条の目的を達成するための他の団体及び機関との提携と連帯。 
 
第二章 会員 
 
第５条［会員の種類］ 本会の会員は、個人会員と法人会員の二種類とする。（正会員・賛助会員） 
第６条［会員の資格］ 
     （１）会員は、本会の会則や目的に承認・賛同し、所定の会費を納め登録された者とする。 
     （２）会費は、ふるさとの会 個人会員 入会費：1,500円  年会費：4,000円  とする。 
                      法人会員 入会金：1,500円  年会費：10,000円 とする。 
     （３）会費の現金預かりは禁止とする。 
     （４）入会者ご本人にて指定された金融機関に会費を納めるとする。 
     （５）振込に関しては、振込手数料は会員になられる方が負担とする。 
     （６）会員期間は登録日から１年間とする。 
     （７）会員期間一ヶ月前に会事務局より更新の連絡をする。 
     （８）更新手続きを怠り一年を過ぎた場合は、新たに入会手続きが必要となる。 
 
第７条［会員資格の喪失］  
     （１）個人会員の場合、本人の退会または死亡。 
     （２）法人会員の場合、会社解散。   
     （３）本会の解散。  
     （４）加入脱退は自由とする 
     （５）会に対して損害を与えた場合 
     （６）任意脱退の場合には、入会金、年会費は返還されないものとする 
 
第三章 総会 
第８条［総会の権限］ 総会は本会の最高決定機関である。 
 
第９条［総会の招集･告知］ 
     （１）定期総会は年１回、理事長が招集する。 
     （２）臨時総会は、理事長が必要と認めた時、随時招集する。また、会員総数の５分の１以上の署名を 
       もって請求があった場合、理事長は臨時総会を招集しなければならない。 
     （３）理事長は、総会の日程、議案、その他必要な事項について会員に事前に告知する。 
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第１０条［総会の議決］ 総会は次のことを決定する。 

      （１）活動報告及び会計報告  

      （２）活動方針、委員会設置及び予算  

      （３）役員の選出  

      （４）本会会則の変更  

      （５）その他必要な事項 

第１１条［議決の方法］ 総会の議決は、総会出席者のうち個人会員の３分の２以上の承認を必要とする。 

 
第四章 役員及び組織 
 
第１２条［役員］ 本会は次の役員を置く。 
      （１）理事長  
      （２）副理事長  
      （３）事務局長  
      （４）理事  
      （５）監事 で構成し顧問を置き随時開催します。 
第１３条［役員の選出］ 
      （１）理事長及び副理事長は理事会の推薦を受けて総会がこれを承認する。 
      （２）個人会員理事は個人会員の中から総会において選出する。 
第１４条［役員の職務］ 
      （１）理事長は本会の業務を統括し、この会を代表する。 
      （２）副理事長は理事長を補佐し、理事長に事故あるときはその職務を代行する。 
      （３）事務局長は理事長及び副理事長を補佐し、本会の業務を統括整理する。 
      （４）理事は理事長及び副理事長を補佐し、理事会の決議に基づき日常の事務を処理する。 
 
第１５条［理事の職務］  
理事は理事会を組織し、この会則に定められるもののほか、総会において議決されるべきものとされた事項以外の
事項の議決及び業務の執行にあたる。 
 
第１６条［監事］ 監査は民法59条に定める職務を行なう。 
第１７条［役員の任期］ 本会の役員の任期は２年とし、再任を妨げないものとする。 
第１８条［事務局］ 
      （１）本会の事務を遂行するため事務局を設け、事務局長その他所要の職員を置く。 
第１９条［事務局の組織及び運営］ 
      （１）事務局の組織及び運営に関し、必要な事項は理事会の議決を経て、理事長が定める。 
 
第２０条［理事会の構成］ 理事会は、第13条で定める役員によって構成される。 
第２１条［理事会の招集と開催］ 理事会は理事長が招集する。また役員の３分の１以上が必要と認めた時は、 
                     理事長は理事会を開催しなければならない。 
 
第五章 資産及び会計 
第２２条［本会の資産］ 本会の資産は次の各号によって構成される。 
      （１）会費  
      （２）事業に伴う収入  
      （３）寄付金  
      （４）その他の収入 
 
第２３条［本会の経費］ 本会の経費は前条の資産の内より支弁する。 
第２４条［資産の管理］ 本会の資産は理事会の定める方法により理事長が管理する。 
第２５条［会計年度］   本会の会計年度は毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 
 
第六章 会則の施行 
第２６条［会則の施行］ この会則の施行について必要な細則は理事会の議決を経て理事長が定める。 
               ２０１８年５月２０日から開始とする。 


